
氷見市の人口の推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所推計　　※全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計
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氷見市の人口の推移（年齢３区分）

出典：国立社会保障・人口問題研究所推計　　※全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計

氷見市における昭和55年度から平成22年度までの人口推移及び平成27年度から平成72年度までの将来人口の推計、

年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上）の３区分についての推移、推計について
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氷見市　人口ピラミッドの変化
氷見市の1980年、2010年の人口、2040年の推計人口について人口ピラミッドで比較

区分別人口数の変化 区分別人口比率の変化

1980年 → 2010年 → 2040年 1980年 → 2010年 → 2040年

年少人口 13,387 5,877 2,643 年少人口 21.5% 11.3% 8.1%

生産年齢人口 41,272 29,972 15,686 生産年齢人口 66.1% 58.0% 47.9%

老年人口 7,754 15,864 14,438 老年人口 12.4% 30.7% 44.0%

総人口 62,413 51,713 32,767

出典：昭和55年国勢調査、平成22年国勢調査、平成52年国立社会保障・人口問題研究所推計

802 

1046 

1145 

990 

913 

1147 

1436 

1733 

1420 

1338 

1598 

1923 

2557 

1752 

1406 

1445 

1110 

507 

188 

0-4 

5-9 

10-14 

15-19 

20-24 

25-29 

30-34 

35-39 

40-44 

45-49 

50-54 

55-59 

60-64 

65-69 

70-74 

75-79 

80-84 

85-89 

90～ 

794 

970 

1120 

1001 

862 

1082 

1296 

1583 

1446 

1478 

1631 

2011 

2527 

1984 

1898 

2063 

1695 

1087 

729 

414 

452 

491 

490 

502 

638 

695 

875 

910 

832 

911 

1021 

1251 

1471 

1142 

964 

959 

791 

678 

0-4 

5-9 

10-14 

15-19 

20-24 

25-29 

30-34 

35-39 

40-44 

45-49 

50-54 

55-59 

60-64 

65-69 

70-74 

75-79 

80-84 

85-89 

90～ 

392 

431 

463 

469 

488 

584 

653 

771 

859 

801 

796 

966 

1174 

1462 

1321 

1284 

1280 

1279 

1807 

2161 

2573 

2179 

1866 

1534 

2063 

2851 

2067 

1801 

2272 

2202 

1739 

1474 

1344 

961 

587 

271 

85 

23 

0-4 

5-9 

10-14 

15-19 

20-24 

25-29 

30-34 

35-39 

40-44 

45-49 

50-54 

55-59 

60-64 

65-69 

70-74 

75-79 

80-84 

85-89 

90～ 

2002 

2422 

2050 

1818 

1728 

2110 

2718 

2162 

2139 

2475 

2382 

2134 

1737 

1691 

1238 

908 

439 

164 

43 
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出典：氷見市の統計　　

氷見市の自然増減の推移
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出典：氷見市の統計　　

氷見市の社会増減の推移
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：全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計

：全国の総移動数が、平成22年から平成27年の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計（日本創成会議推計準拠2040年まで）

：合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の2.1）まで上昇したとした場合のシミュレーション

：合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の2.1）まで上昇し、かつ人口移動が均衡したとした（移動がゼロとなった）場合のシミュレーション

　　　　　社人研：国立社会保障・人口問題研究所

　　出典　地域経済分析システム

氷見市の人口シミュレーション推計

社人研推計準拠   　

日本創成会議推計　

シミュレーション①

シミュレーション②

社人研推計 

         21,867人 
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シミュレーション① シミュレーション② 

人 

シュミレーション① 27,012人 

合計特殊出生率 ２．１ 

人口移動率が今後縮小と仮定 

シュミレーション② 33,427人 

合計特殊出生率 ２．１ 

人口移動が均衡と仮定 
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資料 Ｅ ６ 
２０６０年の氷見市 

合計 約23,000人 



 

合計 約30,000人 



 

合計 約40,000人 



 

合計 約51,000人 



人口区分 市 名
住民基本台

帳人口
(H25.3.31)

普通会計
職員数

(H25.3.31)

人口1万人当たり
職員数

(普通会計)

標準財政規模
（平成25年度)

　　千円

市　　税
（平成25年度)
　　　　千円

歳出総額
 （平成25年度)
　　　　千円

氷見市 51,885 385 74.20 12,959,364 5,452,437 23,888,575

長久手市（愛知県) 51,806 385 74.32 9,741,803 9,743,357 18,683,412

諏訪市(長野県) 51,439 412 80.09 11,375,641 7,659,466 19,462,883

魚津市 44,176 301 68.14 10,460,793 6,404,374 17,315,188

小松島市(徳島県) 40,815 355 86.98 9,028,619 4,295,852 15,053,960

米原市（滋賀県) 40,577 378 93.16 13,172,181 6,223,927 19,429,882

小矢部市 31,838 230 72.24 8,108,376 4,164,863 15,536,419

あわら市（福井県) 29,869 254 85.04 8,620,102 4,832,622 14,664,308

大町市（長野県） 29,767 301 101.20 10,958,286 4,098,833 16,502,696

羽咋市 23,311 152 65.21 6,610,047 2,692,405 12,335,836

勝浦市(千葉県) 20,112 217 107.90 5,012,954 2,142,457 10,978,779

津久見市（大分県) 19,920 208 104.42 5,679,310 2,344,085 9,906,288

50,000人
規模

40,000人
規模

30,000人
規模

20,000人
規模

人 口 規 模 別 各 市 の 状況



サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模(三大都市圏※を除く)

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1万人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

47,500人32,500人500人 225,000人175,000人

2,500人

52,500人32,500人

百貨店【100】
275,000人

書籍・文房具小売業【24,630】

1,500人
飲食料品小売業【216,158】

ハンバーガー店【2，541】4,500人
酒場、ビアホール【66,081】

500人
500人

旅館、ホテル【35,268】

500人
飲食店【325,141】

ペット・ペット用品小売業【2,299】 外車ディーラー3大ブランド【287】

2,500人 7,500人
喫茶店【28,777】

9,500人 22,500人
男子服小売業【10,773】 ショッピングセンター

（売場面積15,000㎡以上）【491】

77,500人 92,500人小売小売

宿泊・飲食サービス宿泊・飲食サービス
175,000人 275,000人

スターバックスコーヒー【345】

17,500人

42,500人
175,000人

175,000人

フィットネスクラブ【1,392】

カラオケボックス業【3,488】

映画館【315】

銀行（中央銀行を除く）【8 678】
9,500人6,500人

82,500人

87,500人

72,500人

興行場、興行団【802】

62,500人

結婚式場業【880】

,

52,500人

57,500人

金融商品取引業【1 182】

5,500人 17,500人
遊戯場【12,070】

27,500人 47,500人
音楽・映像記録物賃貸業【1,907】

87,500人500人

郵便局【12 457】

生活関連サービス生活関連サービス

金融金融

37,500人

5,500人 6,500人
学習塾【24,717】

銀行（中央銀行を除く）【8,678】

97,500人
地域医療支援病院【274】

人

金融商品取引業【1,182】

4,500人 17,500人

音楽教授業【11,590】

32,500人27,500人

外国語教授業【3,514】
77,500人32,500人

学術・開発研究機関【2,537】

175,000人125,000人

大学【440】

9,500人6,500人

57,500人 87,500人

博物館、美術館【1,213】

27,500人
2,500人 一般病院【4,554】

歯科診療所【30 966】

500人

500人
一般診療所【48,083】

5,500人

郵便局【12,457】

学術研究、学術研究、
教育・学習支援教育・学習支援

225,000人

人
37,500人17,500人

医療医療・福祉・福祉

一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合（存在確率）
が50％（左端）と80％（右端）を上回るような人口規模で、最も小さいもの（値は区間平均。
例えば、0～1,000人の市町村で最初に50%を超えた場合は500人と表記）。

存在確率
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数

一定人口規模の全市町村数
X 100（%）＝

救命救急センター施設【142】
175,000人

通所・短期入所介護事業【8,044】500人 4,500人
歯科診療所【30,966】

介護老人福祉施設【3,689】
訪問介護事業【6,406】

27,500人8,500人

42,500人

32,500人

有料老人ホーム【1,293】

介護療養型医療施設【1,227】

125,000人

62,500人
225,000人 375,000人

先進医療を実施する病院【241】

275,000人

介護老人保健施設【2,368】

9,500人 22,500人

救急告示病院【2,214】

対企業サービス対企業サービス

例えば、0 1,000人の市町村で最初に50%を超えた場合は500人と表記）。

左端：存在確率50％ 右端：存在確率：80％

存在確率

人口規模

100%
80%

50%
※存在確率の算出においては、各人口
規模別の市町村数を考慮して、1万人
以下の市町村は1,000人毎、1万～10
万は5 000人毎 10万人以上は5万人

57,500人

87,500人
公認会計士事務所【827】

275,000人

77,500人
法律事務所【3,259】

27,500人17,500人

税理士事務所【11,063】

47,500人 87,500人

インターネット付随サービス業【1,883】

52,500人
自動車賃貸業【3,304】

22,500人

（参考）20１0年と2050年における人口規模別の市町村数（三大都市圏※を除く）

存在確率50%
の人口規模

存在確率80%
の人口規模

万は5,000人毎、10万人以上は5万人
毎に区分して計算。

法律事務所【 , 】

経営コンサルタント業【4,026】
37,500人 62,500人

61 98 96 95 67

240
305

163
81 41

166 182
99 85 70

214 249
115

44
200
300
400
500

2010 2050

※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

※【 】内は全国（三大都市圏を除く）の施設総数

（注１）2050年の市町村別人口は、国土交通省国土政策局推計値
（注２）2010年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成22（2010）

年12月1日現在の三大都市圏を除く1,260市区町村を基準に分類

61 96 95 67 81 41 13
85 70 44 27 9

0
100

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1,0000人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

（出典）総務省「平成21年度経済センサス」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成24年10月）」、同「介護サービス施設・事
業所調査（平成24年10月）」日本救急医学会HP、wellnes HP、日本ショッピングセンター協会資料、日本百貨店協会HP、メル
セデスベンツ・フォルクスワーゲン・BMW各HP、スターバックスコーヒージャパン資料をもとに、国土交通省国土政策局作成
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